
南三陸町下水道事業経営戦略
【概要】

平成２９年３月

南三陸町上下水道事業所



〇〇〇〇「経営戦略」とは？

各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続するた
めの中長期的な基本計画

１．経営戦略策定の背景

〇「経済・財政再生計画」の「集中改革期間」である平成２８
年度から平成３０年度までの間、集中的に策定を推進（平成平成平成平成
３２年度までに策定率１００％３２年度までに策定率１００％３２年度までに策定率１００％３２年度までに策定率１００％）

※下水道事業の高資本費対策について、経営戦略策定を
要件化（平成２９年度～）
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〇特定環境保全公共下水道（伊里前処理区）〇特定環境保全公共下水道（伊里前処理区）〇特定環境保全公共下水道（伊里前処理区）〇特定環境保全公共下水道（伊里前処理区）

平成１４年度～供用開始、災害復旧事業実施中

防集２地区（中学校上団地・枡沢団地）区域拡大

〇漁業集落排水事業（袖浜処理区）〇漁業集落排水事業（袖浜処理区）〇漁業集落排水事業（袖浜処理区）〇漁業集落排水事業（袖浜処理区）

平成４年度～供用開始、災害復旧事業済

〇浄化槽（上記地区以外）

震災後、志津川処理区（公共）・波伝谷処理区（漁集）

廃止により区域拡大

２．南三陸町生活排水処理状況
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３．現状分析

特定環境保全公共下水道

〇経費回収率経費回収率経費回収率経費回収率（（（（使用収入／汚水処理費用）

H２１ ３２．３％
H２７ ２９．４％
類似団体 約５０％（全国平均６４．７３％）

〇汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価（（（（汚水処理費用／有収水量）

H２１ ６７６．５５円
H２７ ８４３．３１円
類似団体 約４００円（全国平均２５０．２５円）

〇水洗化率水洗化率水洗化率水洗化率（（（（現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口）

H２１ ６８．６％
H２７ ３１．０％
類似団体 約７０％（全国平均８１．２８％）

漁業集落排水事業

〇経費回収率経費回収率経費回収率経費回収率（（（（使用収入／汚水処理費用）

H２１ ６８．９％
H２７ ３４．９％
類似団体 約４５％（全国平均４０．２２％）

〇汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価（（（（汚水処理費用／有収水量）

H２１ ２２９．１５円
H２７ ４７１．０６円
類似団体 約４５０円（全国平均４２４．５８円）

〇水洗化率水洗化率水洗化率水洗化率（（（（現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口）

H２１ ９６．４％
H２７ ８５．８％
類似団体 約８４％（全国平均７７．８７％）

※H２１年度数値（波伝谷処理区含む） 3



４．投資についての説明

特定環境保全公共下水道

〇災害復旧事業災害復旧事業災害復旧事業災害復旧事業（（（（国庫補助）国庫補助）国庫補助）国庫補助）

平成２５年度着手

平成２９年度完了予定

〇社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金（国庫補助）（国庫補助）（国庫補助）（国庫補助）

平成２６年度着手

平成２９年度完了予定

処理場・MP長寿命化実施

〇汚水処理経費汚水処理経費汚水処理経費汚水処理経費

平成２１年度～包括的民間委託実施

漁業集落排水事業

〇既設管撤去事業〇既設管撤去事業〇既設管撤去事業〇既設管撤去事業（波伝谷処理区：町単独費）（波伝谷処理区：町単独費）（波伝谷処理区：町単独費）（波伝谷処理区：町単独費）

平成２９年度完了予定

〇管路移設事業管路移設事業管路移設事業管路移設事業（袖浜処理区：県補償工事）（袖浜処理区：県補償工事）（袖浜処理区：県補償工事）（袖浜処理区：県補償工事）

平成２９年度完了予定

〇汚水処理経費汚水処理経費汚水処理経費汚水処理経費

平成２１年度～包括的民間委託実施

平成３０年度以降は維持管理費用が主な経費平成３０年度以降は維持管理費用が主な経費平成３０年度以降は維持管理費用が主な経費平成３０年度以降は維持管理費用が主な経費
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５．財源についての説明

特定環境保全公共下水道

〇国庫補助金

災害復旧事業 １００％補助

社会資本整備総合交付金 ５０％補助

〇使用料

住宅再建の進捗に合わせ平成３０年度
までは増収、以降は人口減少等により減
収すると予測。

〇一般会計繰入金
H２１ ６１，９４０千円
H２７ ９６，３６８千円
H３７ ６０，３８７千円

漁業集落排水事業

〇県補償費

１００％補償

〇使用料

人口減少等により減収すると予測。

〇一般会計繰入金
H２１ ８，０１３千円
H２７ ２２，１３９千円
H３７ １１，４４０千円

平成３０年度以降は使用料収入・一般会計繰入金が主な財源平成３０年度以降は使用料収入・一般会計繰入金が主な財源平成３０年度以降は使用料収入・一般会計繰入金が主な財源平成３０年度以降は使用料収入・一般会計繰入金が主な財源
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６．使用料の状況

特定環境保全公共下水道

一般家庭平均的な使用量２０ｍ３当り使用料

４，１０４円／月４，１０４円／月４，１０４円／月４，１０４円／月（県内で最も高い使用料）

【参考：近隣団体２０ｍ３当り使用料】

気仙沼市 ３，００２円/月

登米市 ３，０８３円/月

石巻市 ３，５１０円/月

漁業集落排水事業

一般家庭平均的な使用量２０ｍ３当り使用料

３，２４０円／月３，２４０円／月３，２４０円／月３，２４０円／月
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７．今後の取組
特定環境保全公共下水道

（取組内容） （効 果）

〇包括的民間委託 ⇒ 事務の効率化

経費削減

（経費回収率・汚水処理原価向上）

〇長寿命化対策 ⇒ 修繕料縮減

（経費回収率・汚水処理原価向上）

〇未接続世帯対策 ⇒ 使用料増収

（経費回収率向上）

〇法適用化の検討

漁業集落排水事業

（取組内容） （効 果）

〇包括的民間委託 ⇒ 事務の効率化

経費削減

（経費回収率・汚水処理原価向上）

〇料金改定の検討

〇法適用化の検討

経費回収率 ４２．３５％

（１２．９４ポイント改善）

汚水処理原価 ５４４．６０円/ｍ３

（２９８．７１ポイント改善）

H３７計画値

経費回収率 ３９．６３％

（４．７７ポイント改善）

汚水処理原価 ３８５．０５円/ｍ３

（８６．０１ポイント改善） 7



〇毎年度、進捗管理（モニタリング）実施

経営戦略と実績の乖離が大きい場合見直し実施

〇平成３２年度見直し実施

計画と実績の乖離及びその原因を分析

PDCAを活用し事後検証・更新

８．経営戦略の事後検証・更新等
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